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研究成果の概要（和文）： 
本研究は、2000年に大蔵省内にて発見された「閉鎖機関資料」を利用し、輸送会社に代表され
る日本の特殊会社によって実施された予算統制の実務を検証することによって、予算統制概念
をめぐる議論に対して日本の会計実務のコンテクストから一定の貢献をなすことを目的として
いる。本研究において、予算統制は、単なる支出許容額リストから進化して、それによって上
級管理者が集中的なコントロール権限を留保しつつも下級管理者層に権限を委譲しうる経営管
理上のツールへと発展してきたものとして理解される。本研究は、特殊会社の予算統制実務の
そうした進化過程において日本政府が果たした役割について検証した。特殊会社の事例研究を
通じて、本研究は、特殊会社に作成が義務づけられた予算書が、単なる補助金獲得の手段から、
日本の国家戦略目標を反映した業務上必要不可欠な国策遂行のための監視ツールへと変化して
きたことを明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）： 
Using the internal records of ’closedown institutions’ discovered inside the Japanese 
Ministry of Finance in 2000, this study, through an examination of the practices adopted 
by Japanese special companies, aims to make a contribution to the ongoing debate over 
the conceptualisation and development of budgetary control. The emphasis is on examining 
the development of the use of budgets over time from a simple list of permissions to spend 
to a managerial tool whereby upper management [though retaining centralized control] can 
decentralize responsibility to lower levels. This study analyses the role played in this 
evolutionary process at the special companies by the Japanese government. The experiences 
of the Japanese special companies reveal that the nature of the budget statements required 
from the enterprises changed from a mere means for allocating subsidies to an 
indispensable tool for monitoring the progress of the operation reflecting Japan’s 
national policy goals. 
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１．研究開始当初の背景 
「企業会計原則」に代表される日本の会計

規制に関する歴史研究は、たとえば McKinnon 

[1986］、黒澤[1987; 1990］、Someya [1989; 

1996］、Fujita [1991］、Cooke and Kikuya 

[1992］、Chiba [1995］、千葉[1998］、久保田

[2001］などに見られるように、近時、飛躍的

な進歩を遂げている。他方、特定企業で採用

された会計実務の実際に関する研究の蓄積は

依然として多くない。この事実は、欧米の会

計史研究と比較して、またわが国の経営史領

域における研究と比較した場合、顕著になる。

特定企業に焦点を当てたわが国の会計史研究

は今後開拓されるべき領域であり、重要な課

題であるといえる。 

もちろん蓄積がまったくないわけではな

い。日本企業の会計実務に関する実証研究と

して、小倉[1962］、高寺[1974］、Takatera 

and Nishikawa [1984］、千葉[1987］、Chiba 

[1987］、久野[1987; 1992］、西川[1992］、

山下[1995］、豊島[2000］、Sasaki [2001］

など優れた研究が存在する。しかし、これら

の先行研究は、日本生命、三菱造船、王子製

紙、小野田セメント、芝浦工業、神戸製鋼、

日清製粉、日清紡績など、主として財閥企業

を分析対象としている。研究対象期間も限ら

れており、多くは戦後、ないしは江戸期から

明治初期に集中しており、その間（第二次大

戦中も含めて）は、日本の会計規制の近代化

を胚胎した時期(黒澤 [1990], p. 190)であ

るにもかかわらず、等閑視されてきている。

財閥の経済的影響力は無視できないが、それ

と同等、あるいはそれ以上に日本の特殊会社

の影響力は重要である。それにも係らず、重

要特殊会社の会計実務は、上述のような資料

上の制約もあって、従前の歴史研究では分析

の射程外に置かれてきた。本研究は、日本会

計史研究における重要な空隙を埋めるため

のひとつの試みであるといえる。 

特殊会社関連の研究において解明すべき
論点として、特殊会社がもつ「国策」の視点
と、「私利」の追求という企業経営の二重性
の問題がある(黒瀬 [2003], p. 2)。一般に
は、前者が後者を犠牲にし続ければ企業は破
綻する危険性を孕み、逆にその危機を回避し
ようとすれば国策が修正を迫られる。しかし、
特殊会社の「国益」と「私益」の関係は必ず

しも二律背反の関係にあるわけではなく、双
方を両立させようとするところに特色があ
る。本研究のコンテクストに照らせば、特殊
会社における「国益」と「私益」双方の両立
は予算編成の過程を通じて達成される。ここ
に特殊会社の予算統制実務を研究する意義
がある。またそれゆえに、本研究においては、
単なる支出許容額リストから統制目的の経
営管理ツールへと予算の利用方法が展開し
ていく過程において、日本政府がいかなる役
割を果たしたかという論点に焦点が当てら
れる。 
 
２．研究の目的 
日本には、第二次大戦以前、その近代的経

済発展において企業経営に関与し、大きな影
響力を誇った政府機関が存在した。日本製鐵、
日本通運および帝国石油等の「特殊会社」で
ある。これらは、帝国日本の経済成長や国土
防衛・拡大を主眼としつつ、国策上重要な公
益性の高い事業で展開されたが、第二次大戦
中は、生産・配給などの業務を担った統制会
社も多く設立された。本研究では、輸送会社
に代表される日本の特殊会社を分析対象と
し、特殊会社とそこで実践された会計の展開、
ならびにその過程での日本政府の役割とい
った諸関係を分析することを目的としてい
る。日本政府と戦前の特殊会社における会計
といったテーマでは、日本郵船に関する山口
[1998; 2000］および Yamaguchi [2001］の研
究等一部の例外を除いて、十分な研究は蓄積
されておらず、とりわけ戦間期に設立された
特殊会社に関する会計研究にいたっては皆
無に等しい。 
 
３．研究の方法 

戦前の特殊会社の多くは、日本の敗戦後ま
もなく連合国の対日占領政策の一環として、
非軍事化、経済民主化の要請に基づき、GHQ
によって「閉鎖機関」に指定され、清算処理
が命じられた。同機関の本・支社から収集さ
れ、清算業務に利用された内部資料は、もと
もと政府の閉鎖機関整理委員会で管理され
ていた。同委員会は、GHQの監督のもと、閉
鎖機関整理委員会令（昭和 22 勅令 75）に基
づき、大蔵省内に設置され、閉鎖機関の財産
管理・清算業務を行ったが、1952年 3 月に解
散し、その内部資料も、清算終了後、一般に
は所在不明とされていた。そのため、これら
特殊会社の実態は、会計史を含む近代日本経



済史研究の巨大な空白部分となっていた(山
崎[2002], p. 1)。しかし、2000年春に同内
部資料が大蔵省内にて発見され、その後、国
立公文書館分館にて一般公開が許可される
ようになった。特殊会社に関する資料が極め
て少ないなか、同資料の調査・分析を通じて、
戦前・戦時の日本の特殊会社の経営および会
計実態を明らかにすることができるように
なったのである。本研究では、この「閉鎖機
関資料」を利用して、輸送会社に代表される
日本の特殊会社によって実施された予算統
制の実務を検証する。 
 
４．研究成果 

近年の会計史研究は、一般通念が指摘する

以上に、各国における予算統制の発展の歴史

が複雑であることを指摘している。それゆえ

にこそ諸国におけるその歴史的展開に関す

るより一層の研究の進展が望まれる。こうし

た要請に応えるため、本研究は、輸送会社に

代表される日本の特殊会社によって採用さ

れた実務を検証することによって、日本独自

のコンテクストから予算統制の概念に関す

る議論に対して一定の貢献を果たすことを

目的としていた。 

本研究において予算統制とは、単なる支出

許容額リストから進化して、「それによって

上級管理者が[集中的なコントロール権限を

留保しつつも]下級管理者層に権限を委譲し

うる経営管理上のツール」へと発展してきた

ものとして定義された(Boyns, 1998: 265)。

長谷川(1936)が指摘したように、明治期の特

殊会社において予算制度が確立された際、ま

た1930年代の産業合理化運動のもとで展開

されたより正当なかたちで予算統制が発展

してきた際の双方の局面で日本政府は重要

な役割を果たした。それゆえ、本研究の歴史

的コンテクストでは、輸送会社に代表される

日本の特殊会社で採用された予算統制実務

の展開過程において、日本政府がどのような

役割を果たしたかが重要な研究課題となる。 

補助金受給の見返りとして、日本郵船に代

表される輸送事業は定期的に営業収支報告書

に予算書を添付して逓信省に提出する義務を

負っていた。数度の改訂を経て、日本郵船の

予算制度はよりよく営業費をコントールでき

るようになってきていたが、その範囲は支店

費に限定されていた（山口, 2000: 228）。そ

れゆえ、日本郵船の予算制度は同社内では一

般的に「役に立たない」とみられていた（山

口, 2000: 9）。 

他方、航空業に関しては、国防ならびに東

アジア植民地経営、双方の目的のために、日

本は 1920年代に制空権の獲得を強調し、手厚

い支援と保護の下、1928年に日本航空輸送の

設立を支援した。しかし、1937年に勃発した

日中戦争は、日本政府をして、国際航路を大

幅に拡張するという国家政策をより強く航空

業務に反映させることを企図して、日本航空

輸送を半国有化企業へと改組させた。強力な

空軍の必要性を痛感していた陸海軍の軍事的

意向がこうした政策立案に大きく影響してい

た。 

日本航空輸送の大日本航空への改組にとも

ない、後者に提出が求められた予算書の性質

も、単なる補助金獲得の手段から、国家政策

目標を反映した業務の進捗をモニターするた

めの不可欠の手段へと大きく変化した。日本

郵船の場合および日本航空輸送の時代と比較

した場合、大日本航空の予算制度は、単なる

支出抑制のための手段というよりは、事前に

策定された事業計画と整合するようにその業

務を統制し調整するためのフィードバックを

備えた管理ツールとして機能していたという

意味で、より正当な予算統制のかたちに接近

しつつあったといえる。そしてそうしたタイ

トな予算統制は、逓信省航空局の介入によっ

て発動されていた。 

しかしながら、航空局の政策は陸海軍の軍
事的意向によって強く影響されていた。それ
ゆえまた大日本航空の業務も、直接的あるい
は航空局を通じて間接的に、陸海軍の指揮に
従属していた。事実、大日本航空の設立とと
もに、同社と陸海軍は一体的な組織とみなさ
れ、そのため、第二次世界大戦後の連合国に
よる占領期において、航空活動は禁止され、
1952年に再開が認められるまで、日本の民間
会社による航空機が運航されることはなか
ったのである。 
このような帰結がある一方、政府機関であ

る逓信省航空局が次第に統制機能を強化し
てきた結果、大日本航空では、日本政府の国
策目標の変化を反映して、予算の重要性が認
識されるようになった。とりわけ 1930 年代
に戦時体制へと移行していく過程で、政策目
標がより明確にされるにつれ、航空局を通じ
た事業活動と支出のコントロールに対する
重要性が強調されるようになった。予算の利
用がそれほど真剣に考えられていなかった
と思われる 1930 年代前半とは対照的に、そ
の後半以後、政府の財政逼迫が激化した第二
次世界大戦中を通じて、航空局は統制メカニ
ズムとしての予算を次第に重視するように
なってきていた。 
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